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迂回融資における名義貸人の意思表示について 93条ただし書の類推適用を否定した
事案

事実の概要

　株式会社整理回収機構Ｘは、Ａ信用金庫（以下、
Ａ信金という。）がＹ１社に対して有していた貸金
返還請求権を譲り受けたとして、Ｙ１社と、Ｙ１社
の債務を連帯保証していたＹ２に対して、貸金残
元金および遅延損害金合計 5億 1326 万 7156 円
および遅延損害金の支払いを求めた。
　Ａ信金からＹ１社への融資（以下、「本件消費貸
借契約」という。）は、もともとＤ社がＡ信金へ融
資を求めたところ、当該融資が大口融資規制によ
る融資限度額を超過する恐れがあったため、Ｄ
社以外の者を借主とするようＡ信金担当者、Ｙ２、
Ｄ社従業員らが協議して、Ｙ１社が名義上の借主
となり、貸付金はＤ社代表取締役であるＢ名義の
口座に入金されることになったという経緯があ
る。
　その後、Ａ信金の支店にＢ名義の口座が新たに
開設され、同口座に入金された。他方、Ｙ１社は
Ａ信金との間で信用金庫取引約定書を締結、Ｙ１
社所有の土地に債務者Ｙ１とする根抵当権を設定
し、Ｙ２はＡ信金とＹ１社との取引によって生じる
債務について連帯保証した。
　なお、Ｙ２は、Ａ信金がＹ１社へ融資をした当時
のＹ１社の代表取締役であり、Ｄ社の代表取締役
Ｂは、Ｙ２の妻である。また、Ｙ２は以前にＤ社の
代表取締役を務めており、代表取締役退任後もＤ
社を実質的に経営していた。
　その後、Ａ信金からＸへ債権が譲渡されたが、

それに関して「債権譲渡に係る承諾書」と題する
Ａ信金宛の書面がある。当該承諾書には、Ａ信金
がＹ１社へ残高 2億円の債権があること、債権譲
渡を改正前民法 468 条に基づき異議なく承諾す
ること、Ｙ２はＹ１社と連帯して債務を履行するこ
とが記載され、債務者欄にＹ１、連帯保証人欄に
Ｙ２の署名押印があった。また、ＸがＹ１社、Ｙ２、
Ｄ社らを債務者とする仮差押えの申立てをした
際、代理人としてＥ弁護士が交渉にあたり、本件
仮差押えに係る債務は迂回融資であったことを記
載した書面を提出し、その後Ｙ１社の代理人とし
て、Ｘに対し、Ｙ１社による支払計画書を提出した。
これにより、Ｘは本件債権仮差押え事件の申立て
を取り下げたが、支払いがなされなかったため本
件訴訟に至った。
　Ｘからの請求に対し、Ｙらは、①本件消費貸借
契約の借主はＹ１社ではなくＤ社であり、Ｙ１社を
借主とする金銭消費貸借契約は成立していない、
②Ａ信金による貸付けは、Ｄ社に対する迂回融資
としてなされたものであり、Ａ信金もこれに積極
的に関与していた以上、改正前 93 条ただし書の
類推適用により、Ｙ１社に貸金の返還を求めるこ
とはできない、と主張した。
　第一審は、Ｘの請求を認容したため、Ｙらが控
訴した。控訴審で、Ｙらは、上記①②の主張に加
え、Ｂ名義の口座から入金および返済がされてい
る点などから要物性が欠如しており、本件消費貸
借契約が成立していない旨主張した。
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判決の要旨

　１　争点 1：本件消費貸借契約の借主について
　本件消費貸借契約の実質的な借主はＤ社であ
り、Ｙ１社は名義上の借主に過ぎない旨のＹらの
主張に対し、貸付けに係る証書の債務者欄に、
Ｙ１社の記名をし、Ｙ１社の実印および届出印を押
捺したこと、Ｙ１社所有の不動産に根抵当権が設
定されていることから、「本件消費貸借契約の経
済的効果の帰属主体はＤ社であるものの、同契約
の借主としての法的効果はＹ１社に帰属させる意
思があったものと認められる」とした原審の判断
を引用し、債務者はＹ１社であるとした。
　また、本件消費貸借契約は要物性の要件を満た
さず成立していないとの主張に対し、Ｙ１代表者
Ｙ２は、「妻のＢが代表者を務めるＤ社が最終的な
経済的利益を享受することが、親族経営の小規
模閉鎖会社のグループ全体の利益となることを前
提として、本件貸付けに係る金員が本件口座に入
金されることを承諾したものと推認することがで
き」るとして、要物性を欠如しているとはいえな
いとした。

　２　争点 2：改正前民法 93条ただし書の
　　　類推適用について
　Ｙらは、迂回融資の貸主であるＡ信金は保護に
値せず、改正前 93 条ただし書（以下、「ただし書」
という。）の類推適用により、Ｙ１社に対し貸付金
の返還を求めることはできないと主張した。これ
に対し原審は、「借主になるという表示行為に対
応する効果意思がなかったとはいえず、効果意思
がないことにつきＡ信金が悪意又は重過失であっ
たともいえない」としてただし書の直接適用を否
定しつつ、貸金返還請求が信義則に反すると認め
られる場合には、ただし書の類推適用により、返
還請求が許されないという基準を示し、結論とし
て信義則に反するとはいえないとした。本判決も
原審を引用したうえで、「Ａ信金は、本件消費貸
借契約の法的効果の帰属主体としてのＹ１社所有
に係る不動産への根抵当権の設定を受けるなど、
Ｙ１社からの返済や、その信用力について考慮し
ていた」ことなどから、ただし書の類推適用を否
定し、Ｙらの控訴を棄却した。

判例の解説

　一　本判決の位置づけ
　本件は、迂回融資における名義貸人Ｙ１社およ
び連帯保証人Ｙ２が、本件金銭消費貸借契約はた
だし書の類推適用により無効となると主張したの
に対し、真の債務者との経済的一体性や名義貸人
による担保提供、また債権譲渡の承諾などの諸事
情から、ただし書の類推適用が否定された事案で
ある。
　一般的に、名義貸しのケースについては、名義
を貸すことを承認した以上は、自身が契約の当事
者となる意思を有しており、その経済的な効果が
自己以外の第三者に帰属したとしても、借主とし
ての法的効果を自身に帰属させる意思があった以
上、心裡留保は成立しないと解されている。しか
し、迂回融資の場合は、債権者も名義貸しである
ことを知ったうえで契約をしているため、債務者
を誰と解するべきか、また名義貸しであることに
ついて悪意である債権者の、名義貸人に対する返
還請求を認めることの妥当性が問題となる。
　本件は、迂回融資における債務者は名義貸人で
あるとしたうえで、債務者となる旨の表示行為を
行った名義貸人の意思表示に心裡留保は成立しな
いとしつつ、ただし書を類推適用して、貸主から
の返還請求の妥当性を検討するという、従来の判
例の立場に従って判断された事案である。

　二　争点 1：本件消費貸借契約の借主および
　　　要物性について
　本件迂回融資のように、甲が乙の名義を借り、
乙の名で契約が締結された場合に、契約当事者は
名義借人甲、名義貸人乙、いずれと解すべきかが
問題となる。この点、代理や使者を名乗った場合
は別として、自ら行動をした以上名義貸人が債務
者となると解される１）。本事案でもＹ１社自らが
本件消費貸借契約および担保設定、債権譲渡承諾
書に記名押印するなどしており、Ｙ１社が債務者
となるといえる。
　そうすると、経済的な効果を名義貸人以外の、
いわば真の債務者に帰属させることを目的とする
迂回融資において、名義貸人以外の者の口座に入
金された場合に、消費貸借契約の要物性の要件を
満たすかが、次に問題となる。本判決は、名義貸
人と名義借人の関係性から経済的一体性を考慮し
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て要物性の要件を満たすと判断したが、仮にこの
ような関係性がなかったとしても、名義貸人が自
身以外の者へ直接入金されることを承諾し、実際
に入金されていれば、要物性の要件を満たすと解
する。

　三　争点 2：迂回融資に対するただし書の
　　　類推適用について
　債務者が名義貸人であるとしても、当該名義貸
人は、自身は名義を貸しただけで債務負担の意思
はないため心裡留保に該当し、また相手方は迂回
融資であることを知っているので、ただし書の適
用ないしは類推適用により意思表示は無効である
ことを主張できないか問題となる。
　名義貸人の意思表示が心裡留保にあたるかにつ
いて、原審は、Ａ信金とＹ１社には、同契約の経
済的効果の帰属主体はＤ社であるものの、同契約
の借主としての法的効果はＹ１社に帰属させる意
思があったものと認められ、そうすると、Ｙ１社
に、本件消費貸借契約の借主になるという表示行
為に対応する効果意思がなかったとはいえないと
して、そもそもＹ１社に心裡留保は成立しないと
解しつつ、ただし書の類推適用の可否を判断して
おり、本判決もこの点について原審を引用してい
る。
　これまでの先例は、ただし書を直接適用する
ケース２）、ただし書の直接適用を否定して類推適
用で処理をするケース３）、適用ないしは類推適用、
また信義則を根拠にするケースなどに分かれてお
り４）、明確に定まっているとまではいえない。もっ
とも、直接適用して処理したケースは少なく、本
件と同様に適用ないしは類推適用をして、具体的
場面に応じて債権者と名義貸人との公平性を図ろ
うとする立場が一般的といえる。
　学説上も「法律上の権利義務の主体となること
を承認したのであり、取引の結果を経済的に（他
人に）帰属させるに過ぎないのであるから、経済
的な利害の主体が他に存することを相手方が知っ
ているか否かにかかわらず、契約はその名におい
て当事者となった者……と相手方との間に有効に
成立するので、心裡留保の問題にならない」５）、「名
義貸与者Ｂは自らの意思に基づき、形式上は自己
が借主になることを承知の上で消費貸借契約書に
借主として署名・捺印し、ただ、実質的には名義
借用者Ｃがその契約による経済的効果を受けて返

済も行うから自分の出捐において返済する必要が
ないと考えていたにすぎないととらえると、後の
点は動機に過ぎず、消費貸借契約における効果意
思が欠けていたとはいえない（自己に法律効果を
帰属させる意思は存在した）ということになろ
う」６）と解されており、迂回融資における名義貸
人の意思表示に心裡留保は成立しないとする見解
が通説的である。
　このように、心裡留保の成立を否定する一方、
名義貸しについて悪意の貸主を保護する必要性は
低い。このため、上述の通り、ただし書を類推適用、
または、適用ないしは類推適用して、貸金返還請
求を認めない事案が示されてきた。もっとも、「こ
れらの判例は、名義貸しに心裡留保を類推したの
ではなく、当該事案の解決に本条但書を類推適用
したにとどまる」７）と解されている。
　また、「心裡留保ではないが新 93 条 1 項ただ
し書だけが類推適用されるというのは、動機と意
思表示との関係を説明しないままで結果の妥当
性だけを図るものであり中途半端である。……
新 93 条はそもそも『意思がない』とは規定して
おらず、『真意ではない』と規定しているのであ
るから、動機に心裡留保がある場合もそれに含ま
れると解釈することは条文上可能ではなかろう
か。」８）として、ただし書を直接適用できるとす
る見解が示されている。
　私見は、判例と異なり、迂回融資の名義貸しに
は心裡留保を直接適用すべきと考える。そもそも
心裡留保とは、表示に対応する真意のないことを
知りながらする単独の意思表示をいう９）。判例・
通説は、名義人となる認識＝内心の効果意思（債
務を自己に帰属させる意思）と解釈し、名義人とな
ることの認識があれば法律上の権利義務を取得す
る内心の意思があるとして、心裡留保は成立しな
いとする。しかし、「心裡留保は、表示上の意思
の効果を認識しつつ、それと異なる内心の意思を
有していることをいうものである以上、名義人と
なる認識、つまり外形的に法的権利義務を取得す
ることがありうるとの認識と、それを真に自分に
法的効果を帰属せしめるという内心の効果意思を
有していることとは別の問題である」10）。名義貸
人は、債務者として自身に効果を帰属させる意思
はなく、単に名義を貸すだけであり、債務者とし
て弁済をする意思はないにもかかわらず、債務者
となるかのような外形を作出している。すなわち、
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名義貸人は、真の債務者に金融を得させるために
名義を貸しただけで、契約当事者となる意思はな
いにもかかわらず、債務者になり弁済をする意思
があるかのように表示しており、心裡留保が直接
適用できる事案であると考える 11）。したがって、
迂回融資における名義貸人の債務者となる意思表
示には、心裡留保の規定を直接適用し、迂回融資
のことを知っている債権者からの返還請求を認め
るべきかについては、ただし書を適用して名義貸
人と債権者間のバランスを図ればよいと考える。
　もっとも、本事案については、自説に従い本件
Ｙ１社に心裡留保が成立したとしても、Ａ信金や
ＸはＹ１社の真意を知り、または知ることができ
たとはいえず、ただし書の適用はないと考える。
つまり、名義人であるＹ１社は、もともとＹ２が代
表取締役であり、真の債務者Ｄ社の経営者Ｂは
Ｙ２の妻であるという経済的一体性、また、Ｙ１社
は単に本件消費貸借契約の名義人となっただけで
はなく、Ｙ１社所有の不動産に根抵当権を設定し、
仮差押えがなされた際には支払計画書を提出する
などしており、迂回融資であること自体は認識し
ていたものの、Ｙ１社は本件消費貸借契約の当事
者として弁済する意思があると考えるのが通常で
あるといえる。よって、Ｘの請求を認めた結論は
妥当である。
　また、私見によっても、Ｙ１社の心裡留保の主
張は認められず、本件消費貸借契約は有効となる
以上、Ｙ２は連帯保証人として弁済義務を負うこ
とになると考える。
　なお、本件の特徴として、債権が譲渡され、名
義貸人が異議なき承諾をした点があるが、平成
29 年債権法改正により、改正前 468 条の異議を
とどめない承諾は廃止され、新しく債務者の抗弁
の規定が設けられた。今後は、心裡留保を理由と
する債権の無効は、善意の譲受人に対抗できるこ
とになると思われる 12）。
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